
　現在、国際社会は歴史的な転換期にあります。世界
の地政学的競争が激化し、また、武力の行使による一
方的な現状変更の試みなど、国際社会の安定と繁栄を
支えてきた法の支配に基づく国際秩序や多国間主義は
重大な挑戦にさらされ、国際社会の分断のリスクは深
刻化しています。また気候変動はより具体的な問題と
して認識され、加えて、世界中で感染症、食料・エネル
ギー価格の高騰、経済成長の減速と国内外の経済格差
などの危機が複合的に発生しています。2023年６月に
改定された開発協力大綱で示されているとおり、持続
可能な開発目標（SDGs）や気候変動に関するパリ協定
など国際的な目標の達成が危ぶまれる今こそ、日本は、
平和国家、責任ある主要国として、「人間の安全保障※」
の理念に基づき、国際協力をけん引することが求めら
れています。
　日本は、1954 年にコロンボ・プランに加盟して以降、
70年にわたり、国際社会の平和と繁栄や地球規模課題
の解決のために国際協力に取り組んできました。日本
自身が戦後の復興期には国際社会の支援を受け、復興

と経済成長を果たしてきた経験もあり、その過程で得
た知見も生かした特徴的な国際協力を実現してきまし
た。こうした日本の着実な取り組みによって多くの国々
との信頼と絆が深まりました。2011年の東日本大震災
に際しては、約210の国・地域や国際機関などからの支
援が届けられました。2024年1月の能登半島地震の後
にも、約220の国・地域や国際機関などからお見舞い
メッセージなどが寄せられています。
　今日の複合的危機の時代に日本のみでさまざまな課
題を解決することは難しく、国際社会と共に協力し、開
発途上国の開発課題や複雑化・深刻化する地球規模課
題に共に対処していくことは、主要国家としての責務で
もあります。さらに、国際協力が目的を果たす上でいか
なる効果を上げたかという点も意識し、世界と日本に
とって望ましい国際環境を創出していくために、国際協
力を一層戦略的、効果的かつ持続的に実施していくこ
とが求められています。

ODAとJICA

日本が国際協力に取り組む意義

（2023年度／外務省「令和5年度海外対日世論調査」）

※ 人間の安全保障とは、すべての人々が恐怖と欠乏から免れ、尊厳を持って生きる権利が
保障される社会づくりを進めるという考え方です。

脆弱・紛争影響地域に住む人々の数
（2023年／世界銀行推計）

約10億人 91％

事業と戦略C H A P T E R 1

ASEAN諸国で
日本は「信頼できる」と評価した人の割合
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　開発途上国の社会・経済の開発および復興・安定に寄
与するため、政府をはじめ国際機関、NGO、民間企業
などさまざまな組織や団体が国際協力を行っています。
これらの国際協力のうち、政府または政府実施機関が
開発途上国に行う資金や技術の協力を政府開発援助
（ODA）といいます。
　日本政府のODAの基本方針を示すのが「開発協力
大綱」です。2023年6月に改定された開発協力大綱は、
「人間の安全保障」をわが国のあらゆる開発協力に通底
する指導理念に位置付け、「開発途上国との対話と協働
を通じた社会的価値の共創」を継承しつつ、「共創を実
現するための連帯」も強調しています。開発途上国を「対
等なパートナー」と捉え、共助と共創で新たな価値をつ
くることで、日本と開発途上国が双方向で社会課題の
解決策や社会的価値を環流する協力関係を築くことが
求められています。

JICAは、日本の二国間ODAの中核を担う実施機関
であり「人間の安全保障」の実現に向け、人々の命、生
活、尊厳を守り、格差が緩和された誰も取り残さない

世界を目指し、包摂性、強靱性、持続可能性を伴う経
済社会づくりを目指し事業を推進しています。開発途
上国が抱える課題の解決に貢献するため、二国間ODA

の主たる手法である「技術協力」「有償資金協力」「無償
資金協力」※1に加え、「市民参加協力」「国際緊急援助」
「研究活動」「民間連携」などのさまざまな協力メニュー
を活用し、世界各地の96カ所に設置する海外拠点※2を
窓口に約140の国・地域で事業を展開しています。
また、開発途上国と日本の地域の結節点として、各地
域に15カ所の国内拠点※2を設置しています。日本国内
各地域の特性や強みを生かして国際協力を推進するとと
もに、開発途上国から得られた知見や経験を日本の地域
の発展にも繋げる取り組みのほか、日本で生活する外国
人との多文化共生に向けた取り組みを進めています。
　開発途上国との対話や協働の場において、日本の民
間企業や市民社会、地方自治体、大学・研究機関など
のさまざまなアクターと連携し、互いの強みを生かして
開発効果を最大化し、開発途上国の課題解決と同時に、
国内の課題解決や経済成長にも繋げていきます。

日本のODAの中核を担うJICA

ODA
（政府開発援助）

二国間援助

多国間援助
（国際機関への出資・拠出）

JICA

技術協力

有償資金協力

無償資金協力※1

その他

※１　外交政策の遂行上の必要から外務省が実施するものを除く
※2 2024年7月1日現在
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